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東京電力株式会社福島第一原子力発電所３号機

MOX 燃料採用に伴う「高経年化対策について」に関する審査結果について

平成２２年 7 月 26 日

原子力安全・保安院

１．審査経緯

東京電力㈱福島第一原子力発電所 3 号機は平成 18 年に 30 年目の高経年化技術評

価を実施し、長期保守管理方針を策定しているが、ＭＯＸ燃料の採用に伴う高経年化技

術評価への影響について評価を行い、平成 2２年６月１７日付けで東京電力(株)より報

告書「福島第一原子力発電所 3 号機の高経年化対策について」として原子力安全・保

安院に提出された。

これを受け、当院では、提出された報告書の内容の妥当性について確認を行った。

確認においては、独立行政法人原子力安全基盤機構（以下「ＪＮＥＳ」という。）の

技術的妥当性の確認結果を踏まえつつ、総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部

会高経年化対策検討委員会の下に設置された高経年化技術評価ワーキンググループ（メ

ンバー構成、開催実績：別紙）に諮り専門的意見を聴取した。

２．審査基準

当院は、報告書の内容の妥当性確認において、高経年化対策実施ガイドライン
＊１

への

適合性について高経年化対策標準審査要領
＊２

を準用して実施した。この際、技術的な妥

当性の確認については、ＪＮＥＳが制定している高経年化対策技術資料集
＊３

及び日本原

子力学会「原子力発電所の高経年化対策実施標準」
＊４

を活用した。

３．確認内容

（１）長期保守管理方針に基づく点検等の実施状況

平成１８年に３０年目の高経年化技術評価を行い策定した長期保守管理方針の実

施状況について、保全計画書等に従い計画的に点検等の保全が実施されていることを

確認した。

＊１：事業者が高経年化対策として実施する高経年化技術評価及び長期保守管理方針に関することについて、基本的な要求事項を規定したもの。

＊２：＊１に係る基本的要求事項に則り、国及びＪＮＥＳが審査を行う際の判断基準及び視点・着眼点を示したもの。

＊３：経年劣化事象別技術評価マニュアル、国内外のトラブル事集、最新の技術的知見等をＪＮＳＥが取りまとめたもの。

＊４：２００９年２月２７日発行

資料２－２
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（２）MOX 燃料採用に伴う高経年化技術評価への影響評価の実施

影響評価に際し、ＭＯＸ燃料を採用すること以外は 30 年目の高経年化技術評価の

前提条件に変化がないことを確認した。ＭＯＸ燃料の採用により高速中性子束が上昇

することから、それによる高経年化技術評価への影響を評価することとした。

①実施体制、実施方法等プロセスの明確性

保安規定に基づく品質保証計画に従い、MOX 燃料装荷に伴う高経年化技術評価の

見直しの必要性の評価が行われ、評価等の実施にかかる組織、評価記録の管理、評

価に係る教育訓練など評価の実施体制等を確認した。

②影響評価すべき経年劣化事象の抽出

機器・構造物に発生するか又は発生が否定できない経年劣化事象のうち、ウラン燃

料の一部に MOX 燃料を採用した場合にわずかに高速中性子束が上昇することから、

これによる影響を考慮すべき経年劣化事象を抽出し、その発生・進展について評価を

行い、影響評価を行っていることを確認した。

③評価対象となる機器・構造物の抽出

評価の対象となる機器・構造物は、発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分

類に関する指針（平成２年８月３０日原子力安全委員会決定）において安全機能を有

する構造物、系統及び機器として定義されるクラス１、２及び３の機能を有するもの

のすべてを対象として、MOX 燃料を採用した場合に影響が及ぶことが想定される機

器・構造物を抽出していることを確認した。

④健全性評価の結果

抽出された影響評価すべき経年劣化事象について、プラントの運転開始から６０年

を一つの目安とした供用期間を仮定して機器・構造物の健全性評価が行われているこ

とを確認した。これらの結果、MOX 燃料の採用により高経年化技術評価結果を見直

すべきものは無いことを確認した。

⑤耐震安全性評価の結果

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象について、MOX 燃料採用の影響を加

味した機器・構造物の耐震安全性評価が行われていることを確認した。これらの結果、

MOX燃料の採用により耐震安全性評価結果を見直すべきものは無いことを確認した。

（３）長期保守管理方針の見直し

MOX 燃料の採用による高経年化技術評価への影響評価を行い、当該原子炉として、
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現在策定している長期保守管理方針に追加すべき項目は無いとしていることを確認

した。

４．確認結果

当院は、東京電力㈱から提出された、福島第一原子力発電所３号機の MOX 燃料装荷

に伴う報告書の内容を確認し、30 年目の高経年化技術評価結果を変更すべきものは無

く、保安規定に制定している長期保守管理方針に追加すべき項目は無いとすることにつ

いて妥当と判断した。

以上

・添付資料 東京電力株式会社福島第一原子力発電所３号機 MOX 燃料採用に伴う高

経年化技術評価への影響評価に関する技術的妥当性の確認結果（平成 2２

年７月 23 日 独立行政法人原子力安全基盤機構）
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１．はじめに

独立行政法人原子力安全基盤機構（以下、「当機構」という。）は、平成 22 年 6 月 21 日付

けで原子力安全・保安院（以下、「保安院」という。）より、東京電力株式会社福島第一原子

力発電所第３号機におけるウラン・プルトニウム混合酸化物燃料（以下、ＭＯＸ燃料という。）

採用に伴う高経年化対策についての評価結果として東京電力株式会社（以下、「原子炉設置者」

という）より提出された「福島第一原子力発電所第３号機の高経年化対策について」について、

その内容の技術的妥当性を確認し、その結果を保安院に報告するように依頼を受けた。

本報告書は、当機構が「福島第一原子力発電所第３号機の高経年化対策について」の技術的

妥当性を確認した結果を報告するものである。
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２．技術審査の概要

2.1 評価対象文書について

原子炉設置者は、平成 18 年に福島第一原子力発電所３号機の 30 年目の高経年化技術評価

（以下、「30 年目の技術評価」という。）を行い、長期保全計画をとりまとめ、その後平成

20 年の実用炉規則の改正に従い長期保全計画を長期保守管理方針とした上で保安院の認可

を得ている。原子炉設置者は、「福島第一原子力発電所３号機の高経年化対策について」（以

下、評価書という。）において、30 年目の技術評価結果及び高経年化対策の実施状況を確認

するとともに、ＭＯＸ燃料の採用による 30 年目の技術評価への影響についても評価を行った

ものとしている。

当機構は、ＭＯＸ燃料の採用に伴う高経年化技術評価への影響について書面審査した。そ

の結果から、原子炉設置者がＭＯＸ燃料の採用によって 30 年目の長期保守管理方針に追加す

べき項目はないと判断した評価書について、技術的に妥当であるか評価した。

2.2 適用文書

当機構は、技術審査にあたって以下の文書を適用した。なお、3.1.1 項に示すように、Ｍ

ＯＸ燃料の採用に伴い、機器・構造物の経年劣化に影響する放射線照射量が変化するが、他

の環境は変化しないので、当機構の技術評価審査マニュアルは放射線に関連するものだけを

適用した。

・実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイドライン(平成 20 年 10 月 22 日保安

院）

・実用発電用原子炉施設における高経年化多作標準審査要領(内規) （平成 20 年 10 月 22 日

保安院）

・技術評価審査マニュアル(当機構)

総括マニュアル JNES-SS-0808-02（平成 21 年 4 月 3 日）

原子炉圧力容器の中性子照射脆化 JNES-SS-0507-03（平成 21 年 4 月 3 日）

照射誘起型応力腐食割れ(IASCC) JNES-SS-0809-01（平成 21 年 4 月 3 日）

電気・計装設備の絶縁低下（含む特性低下）JNES-SS-0511-02（平成 21 年 2 月 20 日）

コンクリートの強度低下及び遮へい能力低下（含む鉄骨構造物の強度低下）

JNES-SS-0512-04 (平成 21 年 4 月 3 日)

耐震安全性評価 JNES-SS-0513-03 （平成 21 年 8 月 20 日）

2.3 技術審査の過程

当機構は、評価書を書面審査し、本報告書を作成した。報告書の作成に当っては、保安院

の高経年化対策検討委員会第 47 回高経年化技術評価ワーキンググループ（平成 22 年 7 月 16

日）に専門的意見を求め、報告書に反映した。
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３．技術審査の結果

3.1 ＭＯＸ燃料の採用に伴う高経年化技術評価への影響項目

3.1.1 経年劣化環境の変化

原子炉設置者は、ウラン燃料の一部にＭＯＸ燃料を採用した場合、原子炉出力や主蒸気

流量、温度等の基本的な運転パラメータは変化しないことから、減肉・腐食や摩耗等の大

半の想定される経年劣化事象の発生、進展に影響はないとしている。しかしながら、原子

炉設置者はＭＯＸ燃料の採用に伴い高速中性子束が約 2%上昇することから、中性子照射に

依存する経年劣化事象については影響評価の対象としている。また、ガンマ線等の放射線

に依存する経年劣化事象については、影響は殆んどないと考えるが、保守的に評価の対象

とするとしている。さらに、原子炉設置者は抽出された経年劣化事象についての既存の評

価に対するＭＯＸ燃料を採用した場合の影響について、ＭＯＸ燃料を採用した状況下で 60

年間使用することを仮定してその評価を行うとしている。

当機構は、高速中性子束が約 2%上昇する根拠を確認した結果、平成 11 年 7 月に許可さ

れたＭＯＸ燃料の採用に伴う設置変更許可申請を行った１／３ＭＯＸ燃料炉心を前提とし

て高速中性子束の上昇量を設定していることを確認した。

また、ガンマ線等の放射線量率については、「発電用軽水炉原子炉施設に用いられる混

合酸化物燃料について」（平成 7 年 6 月 19 日 原子力安全委員会了承）によれば、炉心内

の核分裂生成物の蓄積量については、ＭＯＸ燃料装荷炉心とウラン燃料炉心で若干異なる

ものの、その差異は現行の安全評価手法の有する保守性の範囲内であり、平常運転時の線

量当量評価についても従来と同様として支障はないとしていることより、ＭＯＸ燃料の採

用によるガンマ線等の放射線量率の上昇は考慮する必要はないと考えられるが、原子炉設

置者は高速中性子束と同様に 2%上昇すると仮定しており、保守的に評価されている。

さらに、ＭＯＸ燃料は今後採用されるものであるが、原子炉設置者は、運転開始当初よ

りＭＯＸ燃料が使用されていると設定して影響評価しており、保守的に評価されている。

以上の結果、当機構は、ＭＯＸ燃料の採用に伴い高経年化技術評価への影響項目として

高速中性子照射量（以下、「中性子照射量」という。）及びガンマ線等の照射量が、30 年

目の技術評価より 2%増加すると設定して影響を評価していることは妥当であると評価し

た。

3.1.2 対象となる機器・構造物

原子炉設置者は、中性子照射量又はガンマ線等の照射量が増加することにより高経年化

技術評価結果に影響する機器として以下を抽出している。

・原子炉圧力容器（中性子照射脆化）

・炉内構造物（照射誘起型応力腐食割れ及び靱性低下）

・電気・計装品（絶縁低下等）

・コンクリート（放射線照射による強度低下）
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・その他の機器

使用済燃料設備貯蔵プールの燃料ラック（中性子吸収能力低下）

制御棒（中性子照射劣化）

ケミカルアンカ（樹脂の放射線劣化）

・耐震安全性

原子炉圧力容器（中性子照射脆化）

炉内構造物（照射誘起型応力腐食割れ及び靱性低下）

当機構は、原子炉設置者が抽出した機器・構造物が、30 年目の技術評価書及び（社）日

本原子力学会高経年化対策実施標準に照らして妥当であると評価した。

3.1.3 運転経験、最新知見の反映

対象となる機器・構造物の中性子照射量又はガンマ線等の照射量が増加することの影響

に関して、30 年目の技術評価以降に得られた知見が反映されているかは、3.2 章で個々に

確認した。

3.2 経年劣化の評価結果

3.2.1 中性子照射脆化

原子炉設置者は、30 年目の技術評価書において、運転開始後 60 年時点の原子炉圧力容

器の累積中性子照射量を考慮した最低使用温度及び上部棚吸収エネルギーの評価を行い、

運転管理上問題にならないことを確認したとしている。今回の評価書では、ＭＯＸ燃料の

採用により高速中性子束が約 2%上昇した場合、関連温度移行量は約 0.3℃の増加であり、

最低使用温度への影響は十分に小さく、運転管理上問題とはならないと判断するとしてい

る。

当機構は、30 年目の技術評価においては、60 年時点(48EFPY)の関連温度移行量 55℃と

想定しているが、これに対し、中性子照射量が 2%増加した場合の関連温度の移行量の増加

は約 0.3℃と十分に小さく、影響を及ぼすものではないことを確認した。また、最新知見

の反映の観点から、電気技術規程の「原子炉構造材の監視試験方法」（JEAC4201-2007）に

よっても、60 年時点(48EFPY)の関連温度移行量の増加は同程度に小さく影響を及ぼすもの

ではないことを確認した。なお、これらの関連温度の移行量の予測評価手法は、多くのプ

ラントのデータを包含する形で設定するなどの保守性を有したものであり、関連温度移行

量増加量 0.3℃程度の増加はこれらの保守性に包含されるものである。原子炉設置者は、

JEAC4201-2004 に従って最低使用温度等を定期検査毎に中性子照射量に応じて見直してお

り、ＭＯＸ燃料採用後の中性子照射量の増加を考慮して定期検査毎の見直しを継続するこ

とにより、脆性破壊の防止に対して的確な運転管理対応が行われることを確認した。

上部棚吸収エネルギーについては、30 年目の技術評価以降に規格の予測式が変更になっ

ているので、最新の予測式により 60 年時点の中性子照射量が 2%増加した評価を実施し、
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高温での破壊靱性が十分高いとした 30 年目の技術評価を変更する必要はなく、従って破壊

靱性が低い場合に規格が求めている追加的な検査は必要ないことを確認した。

以上の結果、当機構は、中性子照射脆化に関する 30 年目の技術評価の結論は変わらず、

ＭＯＸ燃料の採用への対応として 40 年目までに 30 年目の長期保守管理方針に追加すべき

項目はないと評価した。

3.2.2 炉内構造物の照射誘起型応力腐食割れ

原子炉設置者は、30 年目の技術評価書において上部格子板、炉心シュラウド、炉心支持

板、周辺燃料支持金具及び制御棒案内管について、照射誘起型応力腐食割れを着目すべき

経年劣化事象として評価しており、運転の長期化に伴い中性子照射量が増加し、照射誘起

型応力腐食割れの感受性が増加する可能性があるが、計画的な目視点検を実施していくこ

とにより健全性の確認は可能であるとしている。

ＭＯＸ燃料を採用した場合の影響について原子炉設置者は、60 年時点での予想中性子照

射量がもっとも高い上部格子板における中性子照射量が9.5×1021n/cm2から9.7×1021n/cm2

になるが、いずれも日本原子力技術協会「炉内構造物点検評価ガイドライン」に規定され

る 1×1021n/cm2 を越えており「照射誘起型応力腐食割れ発生の可能性は否定できない」と

する平成 18 年の評価に変更はないとしている。また、上部格子板等の靭性低下について原

子炉設置者は、60 年時点に相当する中性子照射量に対して靭性低下することは否定できな

いとした 30 年目の技術評価は、ＭＯＸ燃料を採用した場合に 60 年時点での中性子照射量

が 2%増加しても変わらないとしている。その上で原子炉設置者は日本原子力技術協会「BWR

炉内構造物点検評価ガイドライン」、日本機械学会「発電用原子力設備規格 維持規格」等

に基づく計画的な目視点検を実施することで健全性を維持できるとしている。

当機構は、60 年時点での予想中性子照射量が上部格子板より低い炉心シュラウド、炉心

支持板等について、中性子照射量が 2%増加しても上記の 1×1021n/cm2を越えないため、追

加の評価が必要となる部位はないことを確認した。

このため、炉心シュラウド等の照射誘起型応力腐食割れについては計画的な目視点検を

実施していくことにより健全性の確認は可能であるとした 30 年目の技術評価を変更する

必要がないと判断した。

なお、長期保守管理方針では「火力原子力発電技術協会「BWR 炉内構造物点検ガイドラ

イン」、日本機械学会「発電用設備規格 維持規格 JSME S NA1-2004」または原子力安全・

保安院指示文書「発電用原子力設備における破壊を引き起こすき裂その他の欠陥の解釈に

ついて（内規）」に基づく点検が実施されるとともに、点検結果及び照射誘起応力腐食割

れ発生に関する安全基盤研究の成果が得られた場合には、保全への反映の要否を判断し、

要の場合は実施計画を策定する。」としており、最新知見が反映されることとなっている。

また、上部格子板等の靭性低下についても、「点検結果及びオーステナイトステンレス

鋼の中性子照射による靭性低下に関する安全基盤研究の成果が得られた場合には、保全へ

の反映の要否を判断し、要の場合は実施計画を策定する。」とされている。

以上の結果、当機構は、炉内構造物の照射誘起型応力腐食割れに関する 30 年目の技術評
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価の結論は変わらず、ＭＯＸ燃料の採用への対応として 40 年目までに 30 年目の長期保守

管理方針に追加すべき項目はないと評価した。

3.2.3 電気・計装品の絶縁低下等

原子炉設置者は、30 年目の技術評価書において、放射線の影響によって絶縁低下等を考

慮する必要のある以下の電気・計装品は、プラントの 60 年間の運転を想定した放射線照射

を含む長期健全性試験結果によって通常運転及び事故時雰囲気における絶縁性能等が維持

できることを評価し、健全性を評価した期間が 60 年間に満たない電気・計装品は、長期保

守管理方針に基づき、今後 10 年以内に再評価を実施するとしている。今回の評価書では、

ＭＯＸ燃料の採用によりガンマ線照射量が約 2%増加したとしても、運転期間及び設計想定

事故時を含めた予想ガンマ線照射量は、長期健全性試験等で照射したガンマ線量を超えな

いことから、30 年目の技術評価結果への影響はないものとしている。

・電気ペネトレーション(40 年の健全性評価)

・電動弁駆動部(40 年の健全性評価)

・高圧ケーブル、低圧ケーブル(難燃ＰＮケーブルのみ 51 年間の健全性評価)、同軸ケー

ブル、接続部(端子台は 36 年の健全性評価、原子炉格納容器内の同軸コネクタは 15 年

の健全性評価)

・温度検出器(15 年の健全性評価)、格納容器雰囲気監視系放射線計測装置

当機構は、上記の各電気・計装品について、ガンマ線照射量が約 2%増加したとしても運

転期間及び設計想定事故時を含めた予想放射線量が長期健全性試験で照射したガンマ線量

を超えないことを確認し、30 年目の技術評価結果を変更する必要はないことを確認した。

なお、30 年目の長期保守管理方針では「高圧難燃ケーブル等の絶縁体の絶縁特性低下に

ついては、原子力安全基盤機構による安全研究「原子力プラントのケーブル経年変化評価

技術調査研究」の成果を反映し、長期健全性の再評価を実施する」としており、ケーブル

の最新知見が反映されることとなっている。

以上の結果、当機構は、電気・計装品の絶縁低下等に関する 30 年目の技術評価の結論は

変わらず、40年目までに30年目の長期保守管理方針に追加すべき項目はないと評価した。

3.2.4 コンクリートの放射線照射による強度低下

原子炉設置者は、30 年目の技術評価書において、ＢＷＲプラントの運転開始後 60 年時

点で予想される中性子照射量は、原子炉ペデスタル近傍において 1.59×109n/cm2、ガンマ

線照射量は、原子炉ペデスタル近傍において 2.22×107rad であり、いずれも Hilsdorf 等

の文献に示されている放射線照射よる強度低下の基準値（中性子照射量：1.0×1020n/cm2、

ガンマ線照射量：2.0×1010rad）を超えないことから、コンクリート強度への影響はないと

している。

なお、運転開始後 26 年経過した平成 14 年に、福島第一３号炉の原子炉ペデスタルから

採取した供試体の破壊試験を行った結果、平均圧縮強度は 38.8N/mm2 で、設計基準強度
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22.1N/mm2を十分上回っていることを確認している。

当機構は、コンクリートへの中性子照射量及びガンマ線照射量が 2%増加したとしても、

中性子照射量は 1.63×109n/cm2程度、ガンマ線照射量は 2.27×107rad 程度であり、いずれ

も Hilsdorf 等の文献に示されている基準値を超えないことから、コンクリート強度への影

響はないことを確認した。

以上の結果、当機構は、コンクリートの放射線照射による強度低下に関する 30 年目の技

術評価の結論は変わらず、ＭＯＸ燃料の採用への対応として 40 年目までに 30 年目の長期

保守管理方針に追加すべき項目はないと評価した。

3.2.5 その他の機器

(1) 使用済燃料設備貯蔵プールのボロンの中性子吸収能力低下

原子炉設置者は、30 年目の技術評価書において、燃料ラックの未臨界性は Keff（実効増

倍率）が最大で0.809 であり、40年間使用でのボロンの劣化量は初期値の10-5未満であり、

未臨界性を確保できるとしている。

今回の評価書において原子炉設置者は、燃料ラック内の全燃料がＭＯＸ燃料であると仮

定しても、Keff（実効増倍率）は 0.81 であり、また、ボロンの劣化量が無視できる程度で

あることに変りはなく、ＭＯＸ燃料を採用した場合でも未臨界性の確保に影響はないとし

ている。

当機構は、燃料ラックの未臨界性が Keff（実効増倍率）で 0.81 あり、ボロンの劣化量

が無視できる程度であることを確認した。

以上の結果、当機構は、使用済燃料設備貯蔵プールのボロンの中性子吸収能力低下に関

する 30 年目の技術評価の結論は変わらず、ＭＯＸ燃料の採用への対応として 40 年目まで

に 30 年目の長期保守管理方針に追加すべき項目はないと評価した。

(2) 制御棒の照射誘起型応力腐食割れと靭性低下

原子炉設置者は 30 年目の技術評価書において、中性子照射による制御材被覆管、シース

等の照射誘起型応力腐食割れと靱性低下については、中性子照射量により定めた運用基準

を適用して取替を実施するとともに、定期検査時に停止余裕検査及び制御棒駆動機構の機

能検査により制御能力及び動作に問題のないことを確認しているとしている。

ＭＯＸ燃料の採用に伴う影響について、原子炉設置者は中性子照射量により定めた運用

基準を適用して取替を実施していることから中性子照射量が約 2%程度増加したとしても

影響を与えるものではないとしている。

当機構は、ボロンカーバイド型制御棒については熱中性子照射量により取り替える運用

基準としており、取替基準に達した制御棒について外観点検により異常がない（運用基準

にマージンがある）ことを確認していることを確認した。このことから、当機構は、原子

炉設置者がＭＯＸ燃料を採用した場合でもこの運用基準による取替を実施することは妥当
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であると評価した。

以上の結果、当機構は、制御棒の照射誘起型応力腐食割れと靭性低下に関する 30 年目の

技術評価の結論は変わらず、ＭＯＸ燃料の採用への対応として 40 年目までに 30 年目の長

期保守管理方針に追加すべき項目はないと評価した。

(3) ケミカルアンカの樹脂の放射線劣化

原子炉設置者は、30 年目の技術評価書において、ケミカルアンカは格納容器外にのみ用

いられており、60 年時点での樹脂のガンマ線照射量は耐放射線性を確認した文献データの

値（104Gy）の 80%を超えないと評価している。このため今回の評価書では、ケミカルアン

カの樹脂本体へのガンマ線照射量が 2%増加しても樹脂本体への影響はないものと判断す

るとしている。

当機構は、60 年時点での樹脂の照射量に十分余裕があることを確認し、ケミカルアンカ

の樹脂の放射線劣化に関する 30 年目の技術評価の結論は変わらず、ＭＯＸ燃料の採用への

対応として40年目までに30年目の長期保守管理方針に追加すべき項目はないと評価した。

3.3 耐震安全性について

(1) 原子炉圧力容器（中性子照射脆化）

原子炉設置者は、30 年目の技術評価書において、原子炉圧力容器円筒胴（炉心領域）に

地震荷重の寄与が大きい周方向欠陥及び圧力の寄与が大きい軸方向欠陥を想定し、中性子

照射脆化（60 年時点）と基準地震動 S2 に基づく地震力を考慮した場合の温度・圧力制限

曲線を求めて耐震安全性を評価している。評価の結果、中性子照射脆化を考慮した温度・

圧力制限曲線に対する地震による影響は小さく、原子炉圧力容器の運転が従う飽和圧力・

温度曲線と温度・圧力制限曲線の間に十分な離隔があることから耐震安全性が確保される

としている。

今回の評価書では、ＭＯＸ燃料の採用により炉心外でも高速中性子束が約 2%上昇すると

した場合でも関連温度移行量は約 0.3℃程度の上昇であり、温度・圧力制限曲線に与える

影響は十分に小さく、既存の評価には影響はないものと判断すると記載している。

当機構は、30 年目の技術評価において、中性子照射脆化による破壊靱性の低下を考慮し

た温度・圧力制限曲線に対する基準地震動 S2 に基づく地震力の影響が小さいこと、同一の

温度に対する圧力の制限値は周方向欠陥よりも軸方向欠陥の方が低くなるが原子炉圧力容

器の運転が従う飽和圧力・温度曲線との間に十分な離隔があることを確認している。今回

の評価においては、中性子照射量が 2%増加した場合、関連温度移行量の増加が 60 年時点

で約 0.3℃と小さいこと、温度・圧力制限曲線に与える影響は、例えば温度が 60℃の場合

に圧力の制限値の低下が約 0.5%と僅かであること、原子炉圧力容器の運転が従う飽和圧

力・温度曲線と温度・圧力制限曲線の間に十分な離隔があることから耐震安全性が確保さ

れることを確認した。

以上の結果、当機構は、中性子照射量の 2%の増加を考慮しても 30 年目の技術評価の結
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論は変わらず、ＭＯＸ燃料の採用への対応として 40 年目までに 30 年目の長期保守管理方

針に追加すべき項目はないと評価した。

(2) 炉内構造物（照射誘起型応力腐食割れ及び靱性低下）

原子炉設置者は、30 年目の技術評価書において、中性子照射量が大きい上部格子板及び

炉心シュラウド中間胴を代表として、照射誘起型応力腐食割れの発生・進展（炉心シュラ

ウドは点検間隔 10 年、上部格子板は 60 年時点）を考慮した欠陥を想定し、中性子照射量

の増加による靭性低下と基準地震動 S2 に基づく地震力を考慮して耐震安全性を評価して

いる。評価の結果、想定欠陥の応力拡大係数は中性子照射材料の破壊靱性値の下限値を下

回るので、不安定破壊は生じないとしている。

今回の評価書では、炉心内の高速中性子束はＭＯＸ炉心とウラン炉心で中性子束が約 2%

上昇することから、ＭＯＸ燃料の採用により、上部格子板及び炉心シュラウド中間胴の照

射誘起型応力腐食割れ及び中性子照射脆化に対する感受性に若干影響を及ぼすものの、き

裂の進展量に与える影響は既存評価と変わらず、また、既存評価において許容値に対して

2.7 倍以上の裕度があるため、耐震安全性に影響を与えるものではないと判断すると記載

している。

当機構は、30 年目の技術評価において、上部格子板及び炉心シュラウド中間胴の照射誘

起型応力腐食割れの想定欠陥はき裂進展速度の最大値を用いて評価していること、中性子

照射材料の破壊靱性値は下限値を用いて評価していること、基準地震動 S2 に基づく地震力

を考慮した想定欠陥の応力拡大係数に対して破壊靱性値の下限値は約 2.7 倍（炉心シュラ

ウド）、約 3.0 倍（上部格子板）大きく、不安定破壊は生じないことを確認している。今

回の評価においては、中性子照射量が 2%増加して照射誘起型応力腐食割れの進展及び破壊

靱性値に対して若干影響するとしても、き裂進展速度の最大値及び破壊靱性値の下限値を

用いた平成 18 年の評価の範囲内であることから不安定破壊は生じず、耐震安全性が確保さ

れることを確認した。

以上の結果、当機構は、中性子照射量の 2%の増加を考慮しても 30 年目の技術評価の結

論は変わらず、ＭＯＸ燃料の採用への対応として 40 年目までに 30 年目の長期保守管理方

針に追加すべき項目はないと評価した。
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４．長期保守管理方針の変更要否について

原子炉設置者は、ＭＯＸ燃料を採用した状況下で 60 年間の運転を仮定しても現状の保全を

継続するとともに、既評価において定めた一部の機器・構造物において追加すべき保全策を実

施することで、プラントを構成する機器・構造物の健全性が確保されることを確認したとし、

従って、既に福島第一原子力発電所の保安規定に制定している長期保守管理方針に追加すべき

項目はないとしている。

当機構は、3 章の評価の結果、ＭＯＸ燃料の採用により中性子照射量又はガンマ線等の照

射量が 2%増加するとしても、高経年化技術評価の結果を見直すべきものはなく高経年化対策

として新たに追加的に実施すべき保全策はないと評価し、長期保守管理方針に追加すべき項

目はないとする原子炉設置者の評価は妥当と判断した。
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５．まとめ

当機構は平成 22 年 6 月 21 日付けで原子力安全・保安院より、東京電力株式会社福島第一原

子力発電所第３号機におけるＭＯＸ燃料の採用に伴う高経年化対策についての評価結果とし

て原子炉設置者より提出された「福島第一原子力発電所第３号機の高経年化対策について」に

関し、その内容の技術的妥当性を確認し、その結果を保安院に報告するように依頼を受けた。

当機構は、ＭＯＸ燃料の採用に伴う高経年化技術評価への影響について書面審査し、30 年

目の高経年化技術評価の結果を見直すべきものはなく、高経年化対策として新たに追加的に実

施すべき保全はなく、長期保守管理方針に追加すべき項目はないとしたことは妥当であると評

価した。




